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ドイツの電力事情⑪  

ー米国シェールガス革命は好機か、危機かー 
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 米国シェールガス革命に対する欧州と日本の反応の違いが興味深い。 

日本では、米国シェールガス革命によって日本が安価に安定的に燃料を調達できるようになるか否かに人々の

関心が集中している。原子力発電所の停止に伴い急増した燃料費負担に苦しむ電力会社が行った値上げ申請に対

し、電気料金審査専門委員会では、将来米国から安いシェールガスが調達できることを前提に値上げ幅の抑制を

図られたが、事ほど左様に米国のシェールガス革命に期待する向きは大きい。本年 5 月 17 日には、米国エネル

ギー省（DOE)が、大阪ガス・中部電力が参画するプロジェクトに対する輸出許可を承認し、2017 年以降両社合

計で年間 440 万トンの LNG が輸入できる見込みとなるなど、今後輸入量がどれほど拡大できるかは別として、

道が開かれたことは確かである。また、米国内で安価な天然ガスが普及したことによって石炭に余剰が生じ、欧

州同様日本の電力会社も安価な米国産石炭の調達を増やしており、シェールガス革命の”恩恵”は既に日本にもた

らされているとも言える。シェールガス革命は「好機」であることも事実だ。 

 

 しかし欧州の受け止めは日本と全く異なっている。欧州にも米国産の石炭が安価で流入するなどの恩恵も認め

られるが、多くは米国シェールガス革命を「危機」として捉えているのだ。本年 5 月、European Council（欧州

評議会）はエネルギー価格を議題に取り上げ、バローゾ欧州委員会委員長が「Energy Priorities for Europe」 

と題してプレゼンテーションを行った。そこには、安価なエネルギーを手にした米国産業界に対し、今後 EU の

産業界が競争力を維持できるのか、強い危機感が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://ec.europa.eu/europe2020/pdf/energy3_en.pdf
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エネルギー多消費産業はもちろん、化学メーカーにとっては天然ガス、特にメタンに次いで多く含まれるエタ

ンは原材料でもあるので、二重のハンディを背負ったことになる。昨年 12 月 17 日の Financial Times では、シ

ェールガス革命に起因する石油・ガスビジネスの変革に伴い、米国化学業界が並外れた競争力を持ったこと、ほ

んの 3 年前に長い不況のトンネルの中にいて、中東での生産比率引き上げを考えていたダウ・ケミカルなどにと

って状況が一変したことが紹介されている。ACC（American Chemistry Counsil)チーフエコノミストの「米

国は今、まさに化学工業に最適の地である」という言葉が象徴的だ。米ドイツのノルトライン・ヴェストファー

レン州に本社を置く Bayer がエタン生産を目的に米国の Aither Chemicals と合意するなど、海外移転の動きが、

静かに、しかし確実に進んでいることが報じられている。 

 本年 6 月 15 日付けの The Economist では、EU 随一のモノづくり立国であるドイツが進めるエネルギー革命

（Energiewende）が多くの問題に直面しており、「ビジネスマンは、エネルギー革命はドイツ産業界を死に至ら

しめるであろうと言い、エネルギーの専門家は停電を懸念し、有権者は高騰し続ける電気料金に怒り狂っている」

と書いている。刺激的な表現は、ライバル米国がシェールガスという武器を手に入れたにも関わらず、エネルギ

ーコストの高騰を招く政策を続けるドイツに対して、欧州全体が抱く危機感をストレートに伝えるものであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実はドイツの電力料金高騰は国際エネルギー機関（IEA）も指摘するところであった。5 月 24 日、ドイツのエ

ネルギー政策のレビューにおいて、野心的な再生可能エネルギーの導入目標、エネルギー消費の削減を目指す政

策を評価する一方で、ドイツの電気料金は欧州一高い水準となっており警告を発する段階にあるとされた。エネ

ルギー革命（Energiewende）の描く理想は良いが、持続可能性と経済性（低廉な電気料金）と競争力とのバラ

ンスをとりながら進める必要があるとして、再エネの導入促進にあたっては市場原理に基づく費用対効果の高い

政策に改めること、エネルギー革命にかかるコストは最小化され、負担は公平に配分されるべきであることなど

具体的に指摘されている。経済的にも地理的にも欧州の中心であるドイツのエネルギーコストの問題はドイツ一

国の問題ではないのだ。 

 

 余談ではあるが、エネルギーコストの問題に加えて欧州産業界に衝撃を与えたのが、7 月 30 日にオバマ大統領

が発表した法人税の引き下げだ。連邦法人税を最高税率を 35％から 28％へ引き下げ、さらに製造業は 25％に抑

えて優遇するという。財政再建を図るには、雇用創出効果が大きく、付加価値が高い製造業を立て直すことがま

http://www.ft.com/intl/cms/s/0/d1a183d2-40a3-11e2-aafa-00144feabdc0.html#axzz2b4VWtOKc
http://www.economist.com/news/special-report/21579149-germanys-energiewende-bodes-ill-countrys-european-leadership-tilting-windmills
http://www.iea.org/newsroomandevents/pressreleases/2013/may/name,38340,en.html
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ず第一だ。 

 

 危機を自覚した欧州はエネルギーコスト抑制に向けて動き始めた。冒頭ご紹介した欧州委員会バローゾ委員長

のプレゼンテーションでは、エネルギー効率の向上や単一エネルギー市場の形成、効率的なインフラの構築等に

よりエネルギー価格高騰の抑制を図る考えが示された。また、ドイツの再生可能エネルギー助成金が電力価格高

騰の一因であるとして、欧州委員会が制度見直しの勧告をする可能性も指摘されている。 

 翻って見るに、日本では、自国の製造業が国際競争に晒されていることへの認識からして非常に薄いのではな

いか。円安によって息を吹き返しつつある日本の産業界はこれから、原子力発電所の停止によって高騰するエネ

ルギーコストという負担と向きあわねばならない。例えば、建設機械・重機械メーカーのコマツは、売上高の 8

割が海外であるものの、海外での生産比率は 5 割に抑え（2012 年時点）、日本に踏みとどまっている。しかし上

昇するエネルギーコスト、下がらない法人税にいつまで耐えられるのか。EU の危機感に学ばなければ、日本の製

造業に徒手空拳での戦いを強いることになる。 
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